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はじめに
本研究では，1922 年の第二次朝鮮教育令前

後における初等教員試験の動向と実態につい
て，植民地朝鮮で発行された新聞記事の分析を
中心に考察を行う。

1919 年の三・一運動が，植民地統治の根幹
を揺るがすと，武力と圧力による朝鮮民族支配
の限界に直面した朝鮮総督府は「文化の発達」，

「民力の充実」というスローガンを掲げながら，
従来の「武断統治」から「文化政治」へと統治
理念を変更した。憲兵警察制度から普通警察制
度への転換，「内鮮人」官吏の差別待遇の改善，

『東亜日報』，『朝鮮日報』などの朝鮮語新聞・
雑誌の発行許可などの措置が取られ，特に教育
制度の改革は朝鮮総督府の「目玉」政策として
進められた。

1922 年 2 月 6 日，勅令第十九号として公布
された第二次朝鮮教育令により，第一次朝鮮教
育令第 2 条の「教育ハ教育ニ関スル勅語ノ旨趣
ニ基キ忠良ナル国民ヲ育成スルコトヲ本義ト
ス」という教育目的の条項が削除されるととも
に，普通学校 6 年，高等普通学校 5 年，という
本国と同水準の教育制度が構築され，部分的な
がら日本人と朝鮮人の共学が認められるなど，
内地延長主義を標榜する方向で教育制度修正が
なされた。そして，「日本人」と「朝鮮人」が「国
語ヲ常用スル者」「国語ヲ常用セサル者」とい
う表現に変わった。この表現は，教育令上では
朝鮮人・日本人の区別はしないという意味であ
るが，実際は「国語」という植民地支配のツー
ルをもとにした区別に変わっただけのことで

あった。
1920 ～ 30 年代の「文化政治」の構造につい

て，駒込武は，帝国日本の「多民族国家体制」
成立過程における「協力メカニズム」に注目し
ている (1)。駒込は教育制度の改革においても，

「教育の普及を抑制しようとした従来の施策と
異なり，「協力メカニズム」の構築の一環とし
て，近代的な学歴主義の原理がある程度機能し
うる方向へと軌道修正」されたと論じている。
そして，「憲法，教育勅語，日本語」といった「統
合原理に格差と時差を設けて適用するのが，事
実として実現された内地延長主義」であったと
指摘している (2)。
「併合」後，朝鮮総督府は日本人教員の採用

に重きを置き，「内地」からの日本人教員の招
聘を進める一方，官立高等普通学校・女子高等
普通学校附設の師範科と教員速成科，官立京城
高等普通学校附設臨時教員養成所で教員養成を
行っていた。三・一運動後には，第二次朝鮮教
育令により官立京城師範学校を頂点として，各
道に公立師範学校を置く体制が作られた。この
体制は，1929 年の第二次朝鮮教育令の改正ま
で存続する。

植民地朝鮮において師範学校は，いわゆる
「内鮮共学」で，制度的には逸早く「内鮮一体」
を具現化しており，生徒たちは卒業後，朝鮮の
初等教育を担う者であり，朝鮮教育令によって

「特ニ徳性ノ涵養ニ力メ」る者とされていた (3)。
朝鮮総督府は，師範学校と調整を図るなかで，
教員試験を実施していく。「小学校及普通学校
教員試験規則」（以下，原則として教員試験規則）
は 1916 年に定められ，その後，10 回以上の改
正（1918 年 7 月，1919 年 4 月，1922 年 4 月，
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1923 年４月，1925 年 12月，1931年３月，1934 年
１月，1938 年３月，1939 年８月など）がなさ
れた。教員試験制度は，日中戦争以降，「内鮮
一体」というスローガンのもと，皇国臣民たる
初等教員を確保する装置として 1945 年まで続
いた。本研究では，1930 年代に入る前の時期に
おいて展開された教員試験の実態に迫りたい。

従来の先行研究では，1920 年代の教員試験
制度がどのように変容していくかについて十分
に論じられていない。教員試験に関する先行研
究としては，山下達也と金廣珪のものが代表的
である。山下は，教員試験について，「不足す
る教員を補充するための装置」だけではなく，

「キャリアアップの手段」としての機能があり，
それによって「教員の序列化」を進めたと論じ
た。しかし，教員試験がどのように社会的機能
を果たしたか，その具体相については十分な考
察がなされていない (4)。韓国の教員試験制度の
通史的研究を行った金廣珪は，統監府・朝鮮総
督府の政策下における教員試験制度の実態を明
らかにしながら，山下のいう，教員試験を通し
てのキャリアアップについても言及している。
金は，「教員資格が開放」され，「教員養成教育
を受けていない者も資格教員として任用」され
たことを，1910 年代の教員試験合格者数と教
員養成機関卒業者数の比較を通して実証的に明
らかにしているが，その後の教員試験制度が各
時期においてどのように変容していくかという
実態については，十分に考察がなされたとはい
いがたい (5)。

以上の先行研究の到達点と限界を踏まえ，本
研究では，第二次朝鮮教育令前後における教員
試験規則改正を確認し，教員試験の実態をみて
いく。とくに合格者状況，各種新聞記事の分析
を通して，朝鮮総督府が朝鮮人教員の参入を，
教員試験を通していかに実現しようとしたの
か，その実態はどうであったのかについて考察
を行うことを目的とする。

本研究で教員試験に関する言説を分析するう
えで，対象とした新聞は，次の通りである。 

『毎日申報』（京城，漢字ハングル混じり文，1910
～ 1945），『釜山日報』（釜山，日本語，1907 ～

1945）と『朝鮮新聞』（仁川，日本語，1908 ～
1942），『朝鮮日報』（京城，ハングル，1920 ～
1940），『東亜日報』（京城，ハングル，1920 ～
1940）である。『毎日申報』は朝鮮総督府の機
関紙として植民地政策を忠実に反映した記事を
多く掲載しており，『朝鮮新聞』も同様の傾向
を持つ新聞であったといえる。民族系新聞であ
る『朝鮮日報』と『東亜日報』は，朝鮮人の意
向をある程度，反映していた (6)。ただし，
1920 年代は朝鮮総督府が民族系新聞の刊行を
許可しつつも，実際には日本の植民地統治に批
判的な内容を盛り込んだ新聞記事を削除し，ひ
いては停刊，廃刊を断行していたことも考慮し
なければならない (7)。これら各種新聞の性格，
実情に留意しつつ，新聞記事が教員試験をどの
ように報じているかについて，考察を行いたい。

本研究の目的を達成するために，以下の手順
で研究を進める。第 1 節では，1910 年代の教
員試験制度について整理する。現時点では教員
試験規則の成立過程に関する原資料を見いだせ
ないため，先行研究と規則の条文を確認しつ
つ，その概略を述べる。第 2 節では，1922 年
の教員試験規則改正の内容，受験者に向けて公
式に発表された試験参考書に触れる。第 3 節で
は，『朝鮮総督府官報』を中心に各道における
教員試験合格者数の推移を整理，分析し，各種
新聞の言説分析を通して，教員試験の実態を探
る。最後に，全体を総括しながら，1920 年代
の教育試験制度の特徴について述べる。なお，
ハングル版と漢字ハングル混じり文は筆者が翻
訳をした。資料を引用する場合は，旧漢字を新
字体に改めている。

１．第一次朝鮮教育令期の教員試験制度
（1）教員養成機関と教員試験制度

教員試験が実施されるまでの教員養成制度の
概略を述べる。本間千景は，朝鮮総督府が「併
合」に抗議する官立漢城師範学校生の同盟無期
休校をきっかけに，植民地統治に対して「常に
弊害を醸成する」高等教育を受けた人士を育成
しないための教育制度を整備しようとしたと述
べている (8)。朝鮮総督府は漢城師範学校生の日
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本に対する強い抵抗意識を恐れていた。1911
年 8 月，第一次朝鮮教育令の施行に伴って官立
漢城師範学校が廃校となり (9)，在学生たちは京
城高等普通学校に附設された臨時教員養成所に
移された。官立高等普通学校・女子高等普通学
校には修業年限 1 ヵ年の師範科（1913 ～ 1925）
と教員速成科（1911 ～ 1914）が設置された。
臨時教員養成所は 1913 年，修業年限 3 ヵ年の
朝鮮人教員養成機関である第 1 部と，修業年限
１ヵ年の日本人教員養成機関である第 2 部に編
制された。第 1 部は 1916 年 5 月に，第 2 部は
1921 年の京城師範学校の新設によって廃止と
なった。

教員試験について，本間は，日本から教員が
得にくくなり，そこで日本人教員の供給システ
ムを確立する必要に迫られたための措置だった
と述べているが (10)，後述するように，教員試
験は，新たな朝鮮人の教員資格取得に大きな役
割を果たしたと考えられる。教員試験は植民地
朝鮮における「新たな教員確保形態として制度
化」(11) されたのであり，「初等学校増設事業の
比較的早い段階」において，「教員確保の一形
態として誕生」し，「「内地」の検定試験とは異
なる，朝鮮独自のもの」として実施された (12)。

（2）1916年の教員試験規則
教員試験規則は 1916 年 10 月 9 日に定められ

（朝鮮総督府令第八十八号），毎年実施された。
教員試験は第一種，第二種，第三種に区分され

（第 1 条），合格者にはそれぞれ「小学校及普通
学校ノ訓導」，「普通学校ノ訓導」，「普通学校ノ
副訓導」の資格が付与された。教員試験の第二
種と第三種は，朝鮮人に限って行われた（第 11
条）。

当時，公立小学校は「訓導」と「嘱託教員」，
公立普通学校は「訓導」と「副訓導」，「嘱託教
員」という教員構成となっていた。「朝鮮公立
普通学校官制」（1911 年 10 月 10 日，勅令第
二五六号）によると，普通学校職員の「訓導」，

「副訓導」は「判任官」として定められており，
職務については「訓導及副訓導ハ児童ノ教育ニ
従事ス」（第 3 条）となっている。ここには，

訓導と副訓導の職務上の違いについての明確な
規定がない。ただし，金によると，朝鮮総督府
が主催する各講習会が訓導と副訓導に区分され
て行われており，特に「副訓導講習会」は副訓
導に訓導へ昇進できる機会を与えるものだった
ことを指摘している (13)。

教員試験規則では，第一種，第二種，第三種
の試験科目とその「程度」が定められていた。

「日本人」が主な受験対象となる第一種試験の
科目は「修身」，「教育」，「国語及漢文」，「歴史」，

「地理」，「数学」，「博物」，「物理及化学」，「法
制及経済」，「習字」，「図画」，「手工」，「音楽」，

「体操」，「農業」，「商業」，「家事」，「裁縫及手工」，
「朝鮮語」，「朝鮮事情」であり，朝鮮人対象の
第二種試験の科目は「修身」，「教育」，「国語」，

「朝鮮語及漢文」，「歴史」，「地理」，「数学」，「理
科」，「実業」，「法制及経済」，「習字」，「図画」，

「手工」，「音楽」，「体操」，「家事」，「裁縫及手芸」
である。朝鮮人対象の第三種試験科目は，「修
身」，「教育」，「国語」，「朝鮮語及漢文」，「算術」，

「理科」，「体操」，「図画」，「実業」，「裁縫及手芸」
と定められている。

各種の試験科目は，小学校及び普通学校の教
科に対応する科目と教職に関する科目で構成さ
れていた。各種によって試験科目とその「程度」
はそれぞれ異なっていた。たとえば，「教育」
科目の場合は，第一・二種が「教育学及教授法，
朝鮮教育法規，学校管理法並教育実習」と定め
られているのに対して，第三種には「学校管理
法」が含まれていない。「朝鮮人」対象の第三
種試験科目の「程度」と，「日本人」が主な対
象となる第一種試験科目の「程度」には，この
ように差異がみられた。

２．第二次朝鮮教育令前後における教員試験制度
（1）教員試験規則改正と道立臨時教員養成所

第二次朝鮮教育令前後において，「三面一校
計画」による普通学校増設機運が高まっていく
中，教員試験規則の改正がなされた。「三面一
校計画」とは 1919 年から 1926 年までの 8 年間
の間に三つの面につき普通学校一校を設立する
というものであった (14)。面は，郡の下の地方
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行政区画で，日本の村に当たる。「三面一校計
画」は，三・一運動が起きる前の 1918 年 12 月
に立てられた (15)。しかし，この計画は，三・
一運動後に朝鮮人の就学要求が急激に高まるな
かで，実施期間を短縮して 1921 年から 1922 年
までの間に完了すると改められた (16)。

学校増設に伴い教員需要が急増し，教員試験
規則は 1919 年 4 月 15 日に改正された（朝鮮総
督府令第六十九号）。「文化政治」のもと地方重
視が標榜されるなか，朝鮮総督府で実施されて
いた第三種試験が，改正により各道で実施され
るようになった。

朝鮮総督府は，1920 年から各道に臨時教員
養成機関を設置し，公立普通学校の朝鮮人教員
を養成しようとした。1920 年から 1923 年まで
には，各道に普通学校の副訓導または嘱託教員
を養成する目的で，臨時教員養成所が開設され
た (17)。「平安北道臨時教員養成所規程」（1920 年
5 月 1 日）によると，修業年限は６ヵ月，入学
志願者の資格は満 18 歳以上の朝鮮人で，公立
実業学校卒業者及び私立学校教員試験合格者と
同等以上の学力を有する者と定められている (18)。

「咸鏡北道臨時教員養成所規程」（1921 年 2 月
23 日）は，入学志願者の資格を満 18 歳以上の
朝鮮人で，公立実業学校卒業者と同等以上の学
力を有する者と定めている。卒業後には，第三
種臨時教員試験を行い，合格者は普通学校の副
訓導として任用された (19)。

卒業生の多くは第三種試験を受験し，合格し
た場合は普通学校の副訓導として，不合格の場
合は嘱託教員として採用された。1910 年代の
官立京城高等普通学校附設臨時教員養成所の生
徒は，卒業後に普通学校訓導に任用されたが，
1920 年から 1923 年までの道立臨時教員養成所
卒業者は，教員試験を通して正式教員になれた
という点で異なっていた。

（2）第二次朝鮮教育令後の教員試験規則改正
1922 年の第二次朝鮮教育令の制定に伴って，

京城には官立師範学校 1 校と各道には道地方費
による公立師範学校が設置された。官立師範学
校には小学校教員を養成する第 1 部と普通学校

教員を養成する第 2 部が置かれ，普通科（男 5 
年，女 4 年），演習科（1 年）が設置された。
公立師範学校には特科（2 年または 3 年）が設
置され，普通学校高等科（2 年）を卒業した者
と同等の学力を有する者が入学することができ
た。13 校の公立師範学校の設置は 1923 年 3 月
から 5 月までの間にほぼ同時に行われたが， 
それは道立臨時教員養成所運営のノーハウが 
公立師範学校の設立と運営に生かされたためで
ある (20)。また，師範学校には，朝鮮総督府が
示した範囲内で講習科を設置できるように定め
られた（第 19 条）。

1922 年 2 月 23 日の「師範学校規程」（朝鮮
総督府令第十七号）の制定により，同年 4 月 8
日に教員試験規則が改正された（朝鮮総督府令
第五十八号）。この改正によって，1922 年まで
第二種試験が朝鮮人に限って行われていたもの
が，「国語ヲ常用スル者」と「国語ヲ常用セサ
ル者」が受験可能となった。1922 年 4 月 1 日に
は「朝鮮公立学校官制」の改正（勅令第百五二
号）がなされたが，改正によると，「副訓導」
という職制がなくなり，公立小学校と同様，公
立普通学校も「訓導」，「嘱託教員」という教員
構成となった。

また，教員試験規則の改正によって，「小学
校及普通学校ノ訓導タルニ適スル学力」（第一
種），「普通学校ノ訓導タルニ適スル学力」（第
二種）が，それぞれ「師範学校ノ学科目及其ノ
程度ニ準ス」（第一種），「師範学校特科ノ学科
目及其ノ程度ニ準ス」（第二種）という内容に
改正された（第 8，9 条）。これによって第一・
二種試験において，師範学校と教員試験の科目
面での対応関係が作られた。

現職教員が上級資格を取得しやすいように改
正されたのも，1922 年改正の特徴である。試
験科目の一部免除対象に「第三種試験の合格者
が第二種試験を受ける者」，「第二種試験の合格
者が第一種試験を受ける者」が新たに追加され
たことで（第 12 条），現職教員の上級資格試験
の受験負担が減った。これは現職教員のキャリ
アアップを奨励するための具体的な措置であっ
たと考えられる。
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同年 5 月，初等教員試験合格者の中等教員検
定の受験資格に関する規定が定められた (21)。
それによると，「内地」の中等教員検定の受験
資格について，第一種試験合格者は「小学校本
科正教員」，第二種試験合格者は「尋常小学校
本科正教員」の免許状を所有する者として取り
扱うように定められた。第一種試験の合格者に
は中等教員検定の受験資格が与えられ，合格す
れば中等教員の資格を持つ者，高等教育機関の
卒業者と同等な学力を持つ者として認められ
た。

教員試験規則は，1922 年後も改正がなされ
た。1923 年 4 月 18 日改正（朝鮮総督府令第
六十七号）では第二種試験が，1925 年 12 月
23 日改正（朝鮮総督府令第百十三号）では第
一種試験が，それぞれ各道で実施されるように
なる。各道に設けられた教員試験委員会が各種
教員試験を実施し，合格者を公表した。教員試
験規則の改正により，教員試験は朝鮮人現職教
員の上級資格獲得のための機能を果たすことに
なる。

（3）「教育」科目の試験参考書
教員試験参考書は，1923 年と 1924 年の『朝

鮮総督府官報』に告示された。一般的に教科書，
または教科用図書は，「学校で使用される学習
の教材」であり，参考書は「学習や研究のため
に用いられる教材」であると定義される。各種
試験の参考書は朝鮮総督府および各道の教員試
験委員会によって選定され，『朝鮮総督府官報』
に毎年ではなく，更新の際に告示された (22)。
1910 年代において教員試験参考書の存在は不
明であるが，『朝鮮総督府官報』には告示され
ていない。

教員試験の中身をみるために，ここでは「教
育」科目に注目したい。「教育」科目には初等
学校教員を目指す者にとって重要な教育学的教
養が示されている。第一種試験は，他の試験に
比べて科目数が多いだけでなく，試験範囲も広
かったため，指定された参考書は，一科目につ
き多い時には 7，8 冊にも達していた。「教育」
科目については，「内地」で使用されている乙

竹岩造『（教育科教科書）教育学』をはじめと
する複数が参考書として指定されていた (23)。
第二・三種試験の「教育」科目の参考書として
は，朝鮮で使用される目的で編纂された帝国地
方行政学会編『綜合教育教科書』（1923 年）が
共通して指定されていたが，その扱いについて
は第二種と第三種で差異があった。この図書
は，そもそも「朝鮮における師範学校の教科書
として，また教員検定試験受験者のための教材
として編纂された」ものであり (24)，「最も朝鮮
の教育事情に適合させた」ものとして，京畿道
公立師範学校の正式教科書にも使用されてい
た。構成は「甲」巻と「乙」巻に分かれ，前者
は「心理学」・「教育史」・「教育学」，後者は「各
科教授法」・「学校管理法」・「教育制度」を扱っ
ている。そのうち「教育学」は「朝鮮教育令其
の他の規程を引用して，教育の目的等を説明せ
ること」を，「学校管理法」は「内地の小学校令・
同施行細則と朝鮮の小学校規程・普通学校規程
との三者を対比説明し，更に学校組合費・学校
費等・学校に関係ある法令を引用説明して実際
の学校経営に対し，適切なる指導をなせること」
を，「教育史」は「本邦及外国の一般教育の歴
史を叙述せる外に，朝鮮に於ける教育の変遷を
詳述すること」を趣旨に叙述されている (25)。

各道はこの『綜合教育教科書』を第二種試験
受験者にはそのまますべて提示したが，第三種
試験受験者には，すべての内容ではなく，全羅
北道では「教育史，学校管理法」を省き (26)，
慶尚南道では「心理学，教育史」を除く (27) と
いうように，部分的に提示していた。このこと
は第三種訓導には，教育学の理論的な内容， 実
際の学校経営に関する知識が完全に求められて
いなかったこと，すなわち学校の管理運営とい
う面での地位や役割において第三種訓導は第二
種訓導に比べ，限定的であったことを示してい
る。実際に佐々木郷見『小学校及普通学校教員
試験受験者指針』によると，第三種訓導は「内
地の小学校准教員に相当するが，独立して一学
級を担任する点に於いて第三種合格者の方が余
程重きをなすとも言うことが出来る」と述べら
れているように (28)，第三種試験は学校増設に
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伴い，とくに独立して学級を担当できる朝鮮人
教員の確保に基本目的があったことを物語って
いる。

３．教員試験の実態
ここでは，教員試験の合格者状況と各種新聞

記事の分析を通して，教員試験の実態について
具体的にみる。合格者数は，『朝鮮総督府官報』
に基づいて調べた。教員試験が各道で実施され
る 1919 年からは，各道が合格者を公表するよ
うになったため，『朝鮮総督府官報』による正
確な合格者名簿は掲載されなくなる。1920 年
代後半の欠落している部分は，新聞記事を通し
て補完した。

新聞資料は，韓国の国立中央図書館「大韓民
国新聞アーカイブ」(29)，『朝鮮日報』「朝鮮ニュー
スライブラリ 100」(30) を利用した。データベー
スで「教員試験」と「教員検定試験」をキーワー
ドで検索した。正式には「教員試験」という名
称であるが，メディアでは「教員検定試験」と
称して記事が散見されたため，「教員検定試験」
というキーワードでも確認した。1929 年まで
を検索した結果，「教員試験」は，「大韓民国新
聞アーカイブ」に 263 点，「朝鮮ニュースライ
ブラリ 100」に 269 点，「教員検定試験」はそ
れぞれ 39 点，42 点を見出した。

（1）合格者数の推移
表 1 は，1919 年から 1929 年までに各道で実

施された教員試験の合格者状況を示したもので
ある。合格者数のすべてのデータが揃っていな
いため，道別の差異等についての詳細な考察に
は限界があるが，合格者数，とくに第三種試験
の合格者数の全体的な傾向については可能な範
囲内で検討を行う。前述したように，教員試験
は 1917 年から朝鮮総督府のもとで行われたが，
1919 年からは第三種，1923 年からは第二種，
1926 年からは第一種試験が各道で実施される
ようになった。

まず，合格者全体を確認しておきたい。表 1
からは，教員試験制度改正による合格者全体の
増減現象が読み取れる。教員試験が朝鮮総督府

で実施された 1917 年には合格者が 37 名，
1918 年には 73 名であったが (31)，各種試験すべ
てが各道で実施されるようになった 1926 年に
は245名（11道），1927年には169名（11道）と，
ほぼ 3 倍以上となっている。各道における合格
者数にはばらつきがみられるが，この理由につ
いては，地域の人口，公立普通学校数，各種私
立学校数などと照らし合わせて考察する必要が
あると考えられる。ここでは各道の差異の存在
の確認に留めておきたい。

次に，第一種，第二種試験の合格者数をみる
と，1924 年から増加傾向をみせている。特に
導入時の第二種試験の合格者数が 1917 年に 3
名，1918 年に 6 名，1919 年に 8 名，1920 年に
10 名 (32) と漸増するが，各道で実施されるよう
になった 1923 年には 171 名（13 道）と急増し，
その後は 1924 年 227 名（12 道），1925 年 170
名（12 道），1926 年 183 名（11 道），1927 年
122 名（11 道）と増減している。これは，
1922 年の教員試験規則改正により資格向上の
ための受験が増加したこと，また，「国語ヲ常
用スル者」が第二種試験を受験するようになっ
たことと関連性があると推測される。

次に，図 1 を通して朝鮮人対象の第三種試験
合格者の平均数をみると，1922 年から激増し，
1923 年にピークに達した後，1924 年には急減
し，1926 年からは 10 名以下の水準を前後して
いることがわかる。毎年の合格者数がすべて明
らかになっている，黄海道と江原道における第
三種試験合格者数の推移も，全体と同じ傾向を
示している。1922 年から 1923 年までの急増は
1919 年の普通学校増設計画に伴って各道に設
置された，臨時教員養成所（1920 ～ 1923 年）
からの卒業者が多く受験しているためであると
考えられる。前述したように，道立臨時教員養
成所の卒業者は，第三種試験に合格すると第三
種訓導，不合格すると嘱託教員として，普通学
校に採用された。また，1924 年以降，第三種
試験合格者が減少しているが，その理由は，新
設された師範学校の卒業生が輩出される時期と
重なるためであると考えられる。

また，表 1 を通して指摘できる点は，第二種
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注１） アンダーラインは２回にわたって施行された教員試験合格者数を合計した数字である。
注２） （　） 内の数字は，合格者数の中の日本人名の数を示したものである。
注３）－は，合格者数のデータを確認できなかったものである。
注４）○は，試験が実施されたが，合格者数を確認できなかったものである。
注５）『朝鮮総督府官報』1919年（1月14日，11月12・14・17，21，22，24日，12月4・6・24日），1920年（11月4・10・20・25，12

月24日），1921年（1月10・12日，3月29日，10月21・26日，11月3・30日，12月3・7・13日），1922年（2月21日，4月5・13・14・
15日，5月5日，11月16・27日，12月2・4・6 ・19日），1923年（1月9・23日，4月5・10・12・16・17・21日，5月2日，8月1・3日，
9月20・22日，11月1・3・9・12・17・19・26・28，12月17・26日），1924年1月11・21・23，4月16・21，5月20日，9月22日，10
月27・30日，11月5・17・26，12月9・26日）1925年1月13・23日， 2月20，4月17日，9月7・26日， 11月3・10・26・30日，12月
10・12・17日）1926年（1月11日，4月7・10日，9月9・16日，10月25・26日，11月12・22日，12月9・31日）1927年（1月10，11日，
4月1，6日，9月19日，11月2・16日，12月20日）『毎日申報』1927年（9月29日，10月26），1928年（11月17日，9月11日），1929年

（2月11日，9月10日），『朝鮮新聞』1926年5月23日，『中外日報』1926年11月24日，1928年9月21日，『東亜日報』1922年4月2日，
1924年9月9日，1927年9月10日，『朝鮮日報』1924年11月29日，1928年1月30日，1929年（2月3日，2月25日，9月25日，11月17日）
により筆者作成。

年 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926
３種 ３種 ３種 ３種 ２種 ３種 ２種 ３種 ２種 ３種 １種 ２種 ３種

京畿 7 53 38 52 15(5) 60 ○ ○ 24(6) 27 2(1) 19(5) 11
忠北 5 ‒ 3 2 6(4) 2 25(5) 5 14(4) 1 ‒ ‒ ‒
忠南 18 6 8 2 11 105 10(3) 61 7(4) 3 2 10(2) 2
全北 4 ‒ 28 5 5 49 8 3 10(5) 5 ‒ 7(6) 3
全南 10 ‒ ‒ 16 8(1) 34 16(3) 7 7(3) 5 ‒ 45(4) ‒
慶北 18 26 ‒ 54 16(8) ‒ 1 3 9(4) 7 ‒ 32(10) 2
慶南 ‒ ‒ 23 70 18(4) 71 41 7 26 6 3(1) 35(19) 13
平北 40 18 12 25 43(3) 62 59(9) 14 25(9) 12 2(1) ‒ ‒
平南 11 35 9 38 12 33 25 4 9(3) 7 0 2(1) 1
咸北 ‒ 16 ‒ ‒ 8(2) 48 1 5 ‒ ‒ ‒ 5(1) 5
咸南 ‒ 34 14 31 15(2) 37 10(2) 1 14(2) 5 ‒ 10(2) 1
江原 10 30 7 29 7(1) 40 23(4) 5 16(4) 4 1(1) 5(2) 6
黄海 7 45 12 42 7(1) 37 8(2) 25 9(3) 3 3(3) 13(3) 5
合計 130 263 154 366 171 578 227 140 170 85 13 183 49

年 1927 1928 1929
１種 ２種 ３種 １種 ２種 ３種 １種 ２種 ３種

京畿 3(1) 21(5) 8 ‒ ‒ ‒ 6(1) 15(3) 7
忠北 0 5(2) 0 ‒ ‒ ‒ ○ ○ ○

忠南 0 4(1) 0 ‒ ‒ ‒ 1(1) 1 0
全北 1(1) 8(4) 4 1 4(3) 5 3 2(2) 2
全南 7(4) 24(3) 7 ○ ○ ○ ‒ ‒ ‒
慶北 0 16(11) 1 1 5(4) 3 ‒ ‒ ‒
慶南 4 14 6 5(3) 18(9) 4 4 22(5) 5
平北 3(1) 6 1 ○ ○ ○ ‒ ‒ ‒
平南 0 6 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○

咸北 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 0 13 8
咸南 ‒ ‒ ‒ ○ ○ ○ 0 21 2
江原 1 8(3) 1 5 3(1) 3 0 3(2) 1
黄海 0 10 1 3 17 1 25(3) 26(7) 1
合計 19 122 28 15 47 16 39 103 26

表１：1919～1929年に各道で実施された教員試験の合格者状況
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試験における日本人と朝鮮人の合格者数を比較
したときに，朝鮮人の占める比重が圧倒的に大
きいということである。1923 ～ 1929 年の第二
種試験合格者は，朝鮮人 799 名，日本人 226 名
である。ここから朝鮮人教員の教員試験に対す
る積極的な姿勢を読み取ることができる。第一
種試験の場合，日本人と朝鮮人の合格者数には
それほど大きな差がみられないものの，1929
年の黄海道のように，25 名の合格者のうち 23
名が朝鮮人であるという現象もみられた。

最後に，限られた資料に基づいて，第三種試
験の難易度をみると，1924 年慶南が 9.3 倍（志
願者 65 名，合格者 7 名）(33)，1925 年忠南が
14.7 倍（志願者 44 名，合格者 3 名）(34)，平北が
8.3 倍（志願者は 99 名，合格者 12 名）(35) とい
うように，1920 年代半ばは，ほぼ 10 倍前後の
競争率であった。「志願者」と「受験者」を同
等なものとすれば，かなり狭き門であったこと
が推測される。このように，三・一運動後，各
道における合格者数にばらつきがみられたが，
全体的に競争率が高いなかで，朝鮮人の合格者
数は増加していた。

（2）教員試験にかかわる新聞記事の分析
最初に，当時の新聞記事が，教員試験につい

てどのように報道していたか，記事の分析を行
う。まず，各種新聞は，教員試験合格者に関す

る記事を報道している。1925年3月8日付け『朝
鮮日報』の記事「教員試験合格者，黄州で二名」
は，「黄海道では小学校普通学校教員第二種及
第三種試験を去る 12 月に施行したというのは
既報した通りである。各郡に合格者が多数であ
る」と報道し，特に延白郡の第三種試験合格者
は，「延白郡延安面紫陽里の張庚星，延白郡海
月亦環城里の李承憲」であると，合格者の名前
を具体的に挙げている (36)。
『朝鮮日報』の 1925 年 12 月 27 日付けの記事

では，「永興公普生，教員試験に合格」とのタ
イトルで，次のように報道している。「咸南永
興公立普校生朴良洙は咸南道庁で行われた小学
校及普通学校教員検定試験に合格したが，もち
ろん朴良洙の勉強の努力も多いが，同校の三島
校長と石川担任先生の昼夜勉励した結果でもあ
る。合格者 5 人のうち永興公普校の卒業生が 3
人，在学生が 1 人で，咸南の各郡はもちろん，
当局者も永興公普校の成績が優良であると話し
ている（永興）」。この記事のように，特定の学
校出身の教員試験合格者を称えながら，日本人
教員による結果であるということを強調する論
調となっている (37)。

1925 年は，教員試験合格者が減少する傾向
を示しており，競争率が激しくなり，試験合格
が難関であった時期である。これらの記事は，
教員資格獲得のための受験準備に取り組んだ特

注１）表１に基づいて筆者作成。
注２）1919～1929年の各年度に各道で公表した第三種試験合格者数の合計を公表した道数で割った数字を示したものである。

図１　1919～1929年の13道における第三種試験合格者の平均数
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定の個人，学校，地域の成功事例に注目して報
道している。教員試験による教員資格の取得が
個人に留まらず，出身学校や出身地域の栄誉と
して顕彰されていることを示している。

次に，民族系新聞の『東亜日報』と『朝鮮日
報』は，嘱託教員の教員資格取得と学力補充の
ための受験準備に備えた講習会の開催について
多く報道している。

1921 年 2 月 1 日の『朝鮮日報』の記事「嘱
託教員講習会」は，京畿道では 2 月 1 日から 3
月 14 日までの 42 日間，養正高等普通學校にお
いて道内普通学校嘱託教員講習会を開催する予
定で，講習参加者が第三種教員試験に合格する
と，副訓導に昇格させる措置が取られており，
講習生は嘱託教員朝鮮人 25 名であると報道し
ている (38)。

1923 年 8 月 18 日の『東亜日報』の記事「普
通教員講習開催」では，慶南道庁の主催の下，
晋州第一普通学校新校舎 2 階で開催された教員
夏期講習会について伝え，「期間は 3 週間で，
目的は道内の各普校の朝鮮人嘱託教員の学力の
補充と三種試験の準備に資するため」としてい
る。講習科目は，教育，日本語，理科，体操科
等で，講習員は約 60 名，その他，傍聴者も少
なくなかったという。記事は「講習員に限って
は，旅費および滞在中の食費を道地方費で支出
する」と報じている (39)。

上の二つの記事からは，現職の嘱託教員（無
資格教員）に新たに教員資格を取得させること
に重点をおいていることが読み取れる。このよ
うな道の取り組みが 1923 年の第三種合格者急
増の一要因になったと考えられる。

次に，朝鮮総督府の機関紙である『毎日申報』
は，受験者の「質」の低下について報道してい
る。1925年10月19日付けの『毎日申報』は，「咸
南の教員試験，前より誠実な態度で受験するこ
とを希望する」というタイトルで，次のように
報道している。「来る 11 月中に施行する本道の
教員検定試験に志願した者が 13 日までに第二
種に 25 名，第三種に 12 名，合計 37 名である
という。昨年の例に鑑みると，応試者の研究が
大変低劣で，僥倖を望む嫌いがなくはなく，ま

た，一種の虚栄や好奇心に駆られ，応試した者
もなくはなかった現象を示した前例があったこ
とから，今年度は前より誠実な態度で充分な研
究の下で応試することを，当局者は希望してい
るという」(40)。
『毎日申報』の記事は，受験者が「僥倖」を

望んで，また「虚栄や好奇心」に駆られて，受
験するケースに触れ，受験者の質の低下を指摘
している。この記事からは，教員試験が自己目
的化していくという実態の一側面を読み取るこ
とができる。

1928 年 3 月 22 日付けの『毎日申報』の「三
種教員の長期講習会，江原道の新しい試験」と
いう記事によると，江原道の学務課は，「管内
各普通学校に在勤中である三種訓導及嘱託を休
職に命じた後，道立師範学校が素質向上と実力
養成を図るために長期講習会を 4 月 1 日から
12 月 31 日まで，9 ヵ月間，開催する予定」で
あり，「予算案がすでに道評議会を通過し，会
員を選抜」していると報道した。「講習が終了
した後は，臨時教員検定試験を施行して，合格
した者を二種教員に復職させる方針を立て，2
年間に江原道管内の訓導を全部二種以上の教員
にさせる予定である」と報道している。さらに，

「本年度は，休職教員が多数であるため，本年
度の道立師範学校卒業者は全部各郡に配置され
た」と報道している (41)。

次に，1928 年１月 19 日付の『釜山日報』は，
黄海道の受験者数が最高記録であることを報道
した。記事によれば，黄海道の他，他道，内地
の各地から，合計400名以上の受験者が集まり，
教員試験開催以来の最高を記録したという。当
時の合格者の合計は 21 名で（表１），約 19 倍
の高い倍率であった。記事はその理由につい
て，「該試験は昭和四年の一回を以って終了し，
其後施行を見合わせ師範出身のみを採用する運
びに至る関係と一つは財務不振も其の一因では
ないかと云われている」と報道している (42)。
この記事から師範学校卒業生の存在が，資格向
上のための教員試験の競争激化に大きく影響し
たことが読み取れる。それとともに，受験者激
増の要因には，1927 年 7 月 30 日の『中外日報』
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の記事「就職難の証拠なのか，教員志願
二百八十名」という新聞記事の見出しが示して
いるように，就職難があったと言える (43)。

また，1928 年 11 月 30 日の『朝鮮新聞』は，
「因習を破って生活の第一線に立った，まだ

十七の若く美しい朝鮮娘が教員試験にパス」(44)

というタイトルのもと，教員試験に優秀な成績
で合格して，平安北道の普通学校訓導になった
17 歳の朴淑欽に関連した小笠平安北道学務課
長のインタビューの記事を掲載している。記事
によると，朴淑欽は新義州普通学校を卒業した
後，苦学の中，安東女子高等普通学校に通い，
平安北道の教員試験に合格した。その後，欠員
のあった，道内の古邑普通学校に月給 35 円の
訓導として採用され，母と弟を連れて赴任先の
定州に行ったという。記事は小笠平安北道学務
課長の話を通して，朴淑欽を「長い長い因習を
破って」「真面目に生活線に飛び出した」女性
として描いている。朴淑欽の教員試験合格につ
いては，1928 年 12 月 4 日 付け『朝鮮日報』
にも紹介されている (45)。この記事では，朴淑
欽が第三種試験に，受験者 19 名の中，最もよ
い成績で合格したことを紹介し，女子高等普通
学校卒業者にとっても合格が難しい試験に，在
学中に合格したことを称賛している。

この記事は植民地状況下で「近代化」のアス
ピレーションが高まる中，朝鮮社会の伝統的な
価値観が揺さぶられていったことを推測させ
る。「近代化」は男女の差別を解消していく過
程で，「日本化」するという問題と交錯しなが
ら，女性が職業婦人になれるという価値観の転
換が図られた。記事は，教員試験を通して女子
教員への職業アスピレーションを高めるような
論調であるといえる。

最後に，1924 年 1 月 14 日付け『朝鮮日報』
の「小言」コーナーには，朝鮮人教員の待遇に
関する記事が掲載されている (46)。記事は，京
城府が学校費を節約するための方針として，朝
鮮人を多く採用する予定に言及しながら，次の
ように報道している。「このような緊縮方法は
京城府の名物である。これ以上，経費を節約し
たら，府尹にも安上がり者を登用すればいいの

ではないか。これ，まさに日鮮差別をなくすた
めに生まれた文化政治ではないか」。1929 年の
公立普通学校教員の俸給額を調査した内容によ
ると，朝鮮人教員は 6 級（67 ～ 73 円）～ 11 級

（20 ～ 40 円）が多かった。1 級～ 5 級の給俸は
明示されていなかったが，ここには日本人教員
が多く含まれていた（日本人 1223 名，朝鮮人
305 名）(47)。記事は，日本人教員と対比して，
朝鮮人教員の安い賃金や差別的な待遇を批判し
ている。経費節約のためならば京城府の府尹の
ような高位職にも低コストの朝鮮人を登用すれ
ばいいのではないかという皮肉を込めた記事を
掲載している。当時， 朝鮮人教員の採用が地方
費の節約のための方策として取られたという一
側面をうかがい知ることができる。1924 年の
記事内容と 1929 年の調査内容を通してわかる
ように，朝鮮人と日本人教員に対する差別的待
遇は慢性的であったといえる。

以上，みてきたように，朝鮮総督府の機関紙
である『毎日申報』や『朝鮮新聞』は，教員試
験の受験者の「質」の低劣化を指摘しながら，
その対応策として講習会を開いたという内容の
記事，女性の成功例を挙げて，女子教員の参入
を促す論調の記事を掲載していた。それに対し
て，民族系新聞である『朝鮮日報』や『東亜日
報』は，資格向上のために開催される各種講習
会や教員試験の受験状況に関する記事，教員試
験合格者の称賛，朝鮮人教員と日本人教員に対
する差別的な待遇に関する記事などがみられ
た。しかし，ここで注目すべきは，民族系新聞
と朝鮮総督府側の新聞が，教員試験についての
着眼点では異なっているが，各道で拡大した

「近代的な学歴主義」という側面は，両者に共
通して示されているということである。

朝鮮総督府は，教員試験を通して，朝鮮人有
資格教員を確保する一方で，朝鮮人と日本人の
格差を維持しようとした。朝鮮人において，上
級資格獲得のために受験するケースは増加して
いく。そして，師範学校体制と連動するなか，
朝鮮人が日本人と同等な地位を占める，そして
数的に凌駕するようになっていく。金廣珪の研
究では，試験合格が「俸給，栄進」といった資
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格向上による利益や昇格に直接に繋がらなかっ
たことを指摘した (48)。これは，朝鮮人が教員
試験を通して，たとえ当面の実利は少なくて
も，「学問」による「近代的学歴主義」に積極
的にかかわっていったことを裏付けている。教
員試験をめぐって朝鮮総督府側と朝鮮人側が求
める方向性の違いから，植民地統治の矛盾が深
まっていく実態がうかがい知れる。

おわりに
本稿では，先行研究で十分に取り上げなかっ

た，1920 年代に注目して，三・一運動後の「文
化政治」のもとで実施された教員試験制度につ
いて考察を行った。1916 年の教員試験制度は，
朝鮮人の有資格教員を輩出する一つのルートと
して定められ，教員の資質を向上させるという
性格が強かった。ここでいう「資質」とは，朝
鮮総督府の植民地政策上，求められた「資質」
である。1922 年の教員試験規則の改正により，
教員試験制度は現職教員のキャリアアップのた
めの機能として働くようになり，これは朝鮮教
員社会の序列化につながる重要な要因となっ
た。ただ，本研究で明らかにしたように，新た
な教員試験制度は，社会的機能も発揮するよう
になる。

本研究で，新聞記事の言説分析を通して明ら
かにしているように，教員試験に対する朝鮮総
督府側の狙いと，朝鮮人側が求めた方向性には
ズレがあったが，一方で，両側にまたがる側面
もあった。それは，教員試験を通しての「近代
的な学歴主義」の構築という側面であり，これ
が，本研究で明らかにしようとした，教員試験
の実態ともいえる。女性や若年層を含む朝鮮人
の自発的な参入を促しながら，教員試験はます
ますヒートアップする。教員試験は，「教員の
序列化」を招来しつつ，民族ヒエラルキーや
ジェンダー秩序，伝統的価値観をも掘り崩す可
能性を秘めていたのである。

1920 年代に師範学校が設立されることで，
教員試験と師範学校との対応関係が作られた。
両者間には調整的なところもあったが，朝鮮総
督府が「質」の低劣化を憂慮する記事の内容か

らもわかるように，両方の関係に不均衡があ
り，うまく融合したものとは言いがたい部分が
あったといえる。教員試験合格者の急激な増減
現象，また，嘱託教員や第三種訓導を休職に命
じながら，講習会を開いて教員試験を実施した
という事実は，これを裏付ける現象であった。
教員試験制度は，師範学校体制にシフトしてい
く中で，教員を補充するだけの従来の役割を超
えるようになったのである。

最後に，本研究の課題について述べたい。
1920 年代の「文化政治」において展開された
教員試験制度の構造が 1930 年代にどのように
変化していくのかを考察することが，今後の課
題となる。また，本稿では，「小学校及普通学
校教員試験規則」が成立される前年に成立する

「私立学校教員試験規則」（1915 年）について
は触れることができなかった。これらの試験は
同じ初等教員試験をさすため，この関係性に注
目する作業が必要となる。さらに教員試験と各
種学校形態との複雑な関連性も重要である。ま
た，教員試験の実態をより深く掘り下げるため
には，試験科目の出題問題の分析も見逃せな
い。とくに，「教育」科目の試験問題は，当時，
植民地朝鮮の初等教員に求められた教職教養の
性格を知る上で不可欠な要素となる。

本稿は，植民地朝鮮の教員養成のあり方，そ
して，それとの関連で教育学の性格を明らかに
するための研究の一環として位置づけられるも
のである。とくに制度としての教育学を考察す
るには，師範学校の教育学だけではなく (49)，
私立教育機関の教育学，および教員試験の「教
育」科目などについて目配りする必要がある。

教員資格と教育学的教養との関係性は，時代
に応じた内容・体系・イデオロギー性が要求さ
れたという点 (50) で，その大きな意味を持つ。
以上，これらに関しては今後の課題にしたい。
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A Study on the Elementary Teachers’ Certificate Examination
on the Second Education Ordinance of 1922 in Colonial Korea:

Focusing on an Analysis of Newspaper Articles Published in Colonial Korea

Shigeyo  HASUIKE

The system of the elementary teachers’ certificate examination in colonial Korea, established in 1916, was 

to ensure development of “qualified” Korean teachers. The purpose of this paper is to clarify the actual 

circumstances of the elementary teachers’ certificate examination in the 1920s, which was implemented under 

the “Cultural Rule” after the March First Movement of 1919, which was not fully covered in previous studies by 

an analysis of newspaper articles published in colonial Korea.

According to the revision of the regulations of the elementary teachers’ certificate examination in 1922, the 

examination performed the function of promoting the careers of in-service teachers, which was an important 

factor leading to an organizational “pecking order” within the society of Korean teachers. Furthermore, as 

revealed in this study, it can be said that the elementary teachers’ certificate examination began to perform a 

social function.

The newspaper articles, published in colonial Korea indicated differences in direction and points of view 

with regard to the elementary teachers’ certificate examination, between the bulletins that faithfully reflected 

the colonial policy, and the Korean national newspapers that reflected the intentions of Koreans. However, there 

was a common aspect that straddled both sides of the issue, which was the construction of “modern 

credentialism” through the teachers’ certificate examination. The examination seemed to be increasingly 

overheating, while encouraging the voluntary participation of Koreans. In conclusion, the teachers’ certificate 

examination had the potential to undermine ethnic hierarchy, gender order, and traditional values, while 

encouraging an organizational “pecking order” within the society of Korean teachers.


